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議会事務局長 山 岡 広 司 書 記 森 田   公 

書 記 池 上   恵   

 

内容 

１ 令和５年度マイナンバーカード普及促進事業について    （市民戸籍課） 

２ 甲斐市民バスの利用状況について             （経営戦略課） 

３ 公の施設の使用料見直し及び減免基準について       （経営戦略課） 

４ 甲斐市ＡＩオンデマンド交通実証運行（敷島北部地域）及び甲斐市民バス医大 

  線の土日実証運行について                （経営戦略課） 

５ 結婚新生活支援事業について               （市民活動支援課） 

６ 第２次創甲斐教育推進大綱に係る令和５年度推進事業及び各課の推進計画につ 

  いて                          （教育部） 

７ その他 
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開会 午後 １時２２分 

 

○書記（森田 公君） ご参集大変お疲れさまです。 

  それでは、ただいまから総務教育常任委員会を開会いたします。 

  本日の委員会は、初めに委員長よりご挨拶をいただきまして、委員長の進行により進めて

まいりますので、よろしくお願いいたします。 

  それでは、次第の２、委員長挨拶、滝川委員長、よろしくお願いいたします。 

○委員長（滝川美幸君） 皆さん、大変お疲れさまでございます。 

  今日はとても暑い日になりまして、体調も崩しやすくなっているかなと思います。 

  本日は、１名の欠席ではありますけれども、幾つかの案件、大切な事案でございます。よ

ろしくご審議いただきますように、ご協力をお願いいたします。 

  それでは、ただいまの出席委員は５名です。定足数に達しておりますので、これより総務

教育常任委員会を開会いたします。 

  なお、松井委員は欠席の連絡がありましたので、報告いたします。 

  なお、本日は委員外議員の傍聴を許可いたしますので、ご承知おきください。 

 

──────────────────────────────────────────── 

 

○委員長（滝川美幸君） 質疑は、委員の質疑を受けた後に、傍聴議員の質疑を受けたいと思

います。 

  それでは、これより次第３、内容に入ります。 

  初めに、（１）令和５年度マイナンバーカード普及促進事業について、担当より説明をお

願いいたします。 

  山田市民戸籍課長。 

○市民戸籍課長（山田郁子君） お疲れさまでございます。 

  市民戸籍課から、令和５年度マイナンバーカード普及促進事業について説明いたします。 

  常任委員会資料の１ページをお願いいたします。 

  初めに、１、経緯ですが、令和４年度末の全国のマイナンバーカードの交付率は67.0％

に上っています。また、全国の申請率については、年度末時点に近い日付の４月６日時点で

76.5％と発表されています。 
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  このような中、本市の状況でございますが、令和４年度末における申請率は74.7％であ

り、交付率は65.7％と全国より1.3ポイント下回っております。参考といたしまして、２ペ

ージに県内市町村の一覧表を載せました。本市は13市のうち、申請率では９番目でござい

ます。 

  １ページに戻ります。 

  このことを踏まえまして、２番、令和５年度のマイナンバーカード普及促進事業につきま

して、次の５項目を推進してまいります。 

  まず、（１）はこれまで継続して行っている事業で、申請サポートブースでの申請支援の

実施であります。申請支援では、カード申請を希望する人に対し、タブレットでの写真撮影

や申請入力のサポートを行い、申請手続を簡単に済ませられるよう支援いたします。平日

は、竜王、敷島、双葉の３庁舎で毎日行い、土日祝日はラザウォークで実施してまいりま

す。 

  次に、（２）のマイナンバーカード取得者へのギフト券の給付は新たな事業となります。

これは出張申請、または申請時来庁方式で申請し、書留郵便等でカードを受け取る人を対象

として2,000円分のギフト券を贈呈するものです。 

  続いて、（３）は出張申請サポート事業の対象拡大による促進でございますが、高齢者な

どのカード取得率向上を目的として行うもので新規事業となります。出張申請サポート事業

は、カード申請を希望する人が市役所に出向くことなく勤務先の事業所などで申請手続を行

い、カードを郵便で受け取ることができる方式です。これまでは出張先を市内の事業所等と

していましたが、老人クラブやいきいきサロンなど各種団体にも対応するよう対象を広げ、

ギフト券給付の特典についてもＰＲし、自治会長に周知の依頼をするなど出張申請サポート

事業の利用を促進してまいります。 

  なお、出張申請サポート事業の業務につきましては、職員が同行する中で業者への委託を

予定しております。 

  次に、（４）はラザウォークでの申請支援の強化による申請サポート事業の促進で、新規

事業となります。これは、年代別のカード交付率において二十歳未満や30代、40代の交付

率が低いことから、子供やその親世代の取得率向上を目的に行います。親子で大型商業施設

のラザウォークでの買物のついでに申請手続をしてもらえるよう、夏休み期間に申請サポー

トブースを毎日設置し、申請機会の拡充による取得率向上を図ってまいります。 

  また、十分な周知を行うため、マイナンバーカードについて子供にも分かりやすい説明な
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どを掲載したチラシを作成し、保育園及び小・中学校を通じて配布いたします。 

  最後に、（５）は新規事業として、特設・出張申請サポートブースの設置を行います。市

のサクラ祭り、大弐学問祭などのイベント会場や新型コロナウイルスワクチン接種会場など

多くの人が集まる場所に出張申請サポートブースの設置を計画し、さらなるマイナンバーカ

ードの普及促進を図ってまいります。 

  なお、この事業につきましては、業者への委託を予定しております。 

  以上で、令和５年度マイナンバーカード普及促進事業について説明を終わります。よろし

くお願いいたします。 

○委員長（滝川美幸君） 説明が終わりました。これより質疑を行います。 

  ここで、委員並びに職員各位に申し上げます。質問は一問一答とし、また、質問、答弁は

簡潔明瞭にしていただきますようお願い申し上げます。 

  それでは、質疑等がありましたらお願いいたします。 

  藤原委員。 

○委員（藤原正夫君） お疲れさんです。どうもご苦労さんです。 

  昨年の10月頃ですか、40％台ということで、令和４年度には目標の60ということを聞い

たと思うんですけれども、現在では74.7で、市町村でも９位ということで、かなり効果が

あったんじゃなかろうかと思います。まだまだ新しく新規に５項目をやっていくということ

で、本当に頭が下がる思いだと思いますけれども、その中でちょっと聞きたいのは、３と５

のその中に出張で職員も行くということなんですけれども、職員プラス委託業者にするとい

うことですよね。その委託業者というのは、前回はラザウォークなんとかとか、ここにも下

にもＮＴＴ関係ですね。またそういうところにするということですか、今度は違う。ここの

ところ、ちょっと聞かせてください。 

○委員長（滝川美幸君） 山田課長。 

○市民戸籍課長（山田郁子君） お答えします。 

  昨年度からロビーで行っていた業者さんは携帯電話会社の業者さんでしたが、今回は出張

申請ということで事業全体を運営するという形になります。市の指名参加願いですね。登録

のある業者の中で、そういうイベントを催すことのできる業者が今回対象となっていまして、

見積り合わせを行う予定でございます。 

○委員長（滝川美幸君） 藤原委員。 

○委員（藤原正夫君） それで、以前はいろいろなひもづけということで１万5,000円のプラ
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ス、いろんなカードだったら5,000円と合計２万円であったんですけれども、それはもう終

わってしまいまして、またここには１番目、２番目ですか。今度４月１日から2,000円分の

ギフトカード券をあれということなんですけれども、このカードのあれは、全部のほとんど

の、受付をして郵送をする、書留なんですけれども。個人でその場で配布するということは

できないんですか、そういうふうに、やっぱり、それは。そこのところちょっと確認です。 

○委員長（滝川美幸君） 山田課長。 

○市民戸籍課長（山田郁子君） 今回のギフト券給付につきましては、国の補助金を10分の

10で利用して行うものでして、対象が出張申請または申請時来庁方式など郵便で受け取る

場合など対象が限られていまして、全員に行き渡る補助金というわけではないので、申請時

のときにお渡しするのではなくて発行のときにお渡しする形を取りたいと思います。 

○委員長（滝川美幸君） 藤原委員。 

○委員（藤原正夫君） 承知しています。すみません。 

  その手間が省けて、即にそのほうがなおかつ申し込む人が多いじゃないかなと思って、ち

ょっと参考までなんですけれども。また頑張ってください。 

  以上です。 

○委員長（滝川美幸君） ほかにありますか。 

  内藤委員。 

○委員（内藤久歳君） 今のことに関連することなんだけれども、2,000円のギフト券という

ことで、来庁者とそれから出張とかそういうのの違いということの趣旨だと思うんですけれ

ども、ある面では促進を図るにおいては様々な、例えばラザウォークとかそういうところが

あるのに対しても、多少なりともそういった加入する特典というか、そういうものをやっぱ

りやるべきじゃないか。 

  例えば、こっち2,000円ていうけれども、こっち1,000円にして加入者に500円分の何かや

るとか、そういう同じ財源の使い方でも買物をしてやるということも必要で、要は加入促進

という趣旨から考えれば、そういう措置を取ることが必要じゃないかなと思うんですけれど

も、その辺はどうなんですかね。 

○委員長（滝川美幸君） 山田課長。 

○市民戸籍課長（山田郁子君） 今おっしゃっていただいたとおり、加入促進という面では、

そういう全員に配るほうが効果があると思います。今回の場合は出張申請と申請時来庁方式

を推進しまして、そのことによって、交付のときに市役所に出向くことなく郵便で受け取れ
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るということで市民の利便性、さらに職員の交付窓口での混雑による事務の負担軽減という

こともありまして、申請時来庁方式、出張申請を推進するという意味で要綱を定めさせてい

ただいたところでございますので、ご理解いただきたいと思います。 

○委員長（滝川美幸君） 内藤委員。 

○委員（内藤久歳君） 趣旨は分かりました。結局、ほかの申請者については来庁で渡すとい

うことですよね。そういうことですよね、確認なんだけれども。 

○委員長（滝川美幸君） 山田課長。 

○市民戸籍課長（山田郁子君） そのとおりでございます。 

○委員長（滝川美幸君） 内藤委員。 

○委員（内藤久歳君） そして、これ促進のことに関わるかどうか分かりませんけれども、ち

ょっと違うかもしれませんけれども、マイナンバーカード、いろいろ国のほうでも問題が、

課題がというか発生していまして、今日の山日見ても、マイナンバーカードを使って住民票

の写しなどがコンビニで受け取れるサービス見ても、個人の証明書が誤交付されたケースが

全国の４市町村で14件。それから、印鑑登録とかそういうものに関する不具合が３市で90

個発生しておるということで、それで報道なんか見ると、これに対して国のほうが総務省だ、

厚労省だ、デジタル庁だというそういう受入先があって、こういう実態があったときに、問

合せしたときに非常に対応がまずいと。たらい回しで、うちは担当じゃないからあっち回し

てくださいというようなことが多いというんだよね。 

  例えば、今、本市ではこういう問題は発生してほしくないし、発生しちゃ困るんだけれど

も、でも、そうしたときの対応をやるのはやっぱり窓口になると思うんだよね。そういうと

ころの対応について何か考えているか。 

○委員長（滝川美幸君） 山田課長。 

○市民戸籍課長（山田郁子君） 今おっしゃっていただいた件につきましては、報道で承知し

ております。本市におきましては、報道であったシステム業者とは別の業者でございます。

国からも通知がありまして、そういう不具合が出ていないかどうか調査を、こちらのほうで

も市役所から業者のほうに指示を出しまして調べました。現在のところ、そういう不具合が

起きるというシステムにはなっていないということを５月15日の時点で確認はしていると

ころでございます。 

  今おっしゃっていただいたとおり、窓口でございますが、やはり甲斐市の市民の方で、そ

ういう誤発行などの事象が出た場合には、市役所の市民戸籍課が窓口となって、関係機関の
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ほうに連絡を取って確認するなど対応をしてまいりたいと思います。 

○委員長（滝川美幸君） 内藤委員。 

○委員（内藤久歳君） 大体分かりました。 

  多分、そのシステム上の問題とか、やっぱり最初に様々なところに人間が関わる分がある

ので、そういう部分の間違いがあると思うんだけれども、発生したことに関して、その後の

責任をどういう形でやるかということが一番大事なところだと思うんですよ。だから、そう

いうことに対してちゃんと丁寧に、親切に対応しておけば、被害者というかそういうほうも

あると思うんだけれども、今回、そういう表に出て騒ぎになっているというのは、やっぱり

りそういうところの対応がまずいと思うんで、ないことを願うんだけれども、もしそういう

事案が発生した場合には、それなりにしっかりと対応してもらいたいというふうに思います。 

  以上です。 

○委員長（滝川美幸君） ほかに質問ありますか。 

〔発言する者なし〕 

○委員長（滝川美幸君） よろしいですか。 

  なければ委員の質疑を終了いたします。 

  続いて、傍聴議員の質疑を許します。 

  金丸幸司議員。 

○議員（金丸幸司君） １点、先ほど、これ申請のさらに申請者を増やして交付率を上げてい

くということで、ブースを設けたりとかやっていくということなんですけれども、先ほど若

い方が非常に加入率が低いんだということですけれども、やっぱりマイナンバーカードを持

つ活用というか、あまり必要性を感じていないというのが、やっぱり若い世代は特に感じて

いるかと思うんですね。将来的には運転免許証とかいろいろ言われているんですけれども、

今、結構、民間事業者とタイアップしてさらなる活用というか方法もいろいろ実際検討され

ているんですけれども、甲斐市でも何かマイナンバーカードを使って新たなサービスとかい

ろんなこと考えているのか、ちょっとその辺をお伺いしたいと思います。 

○委員長（滝川美幸君） 山田課長。 

○市民戸籍課長（山田郁子君） 現在、本市におきましても、マイナンバーカードの利活用と

いうことで研究しているところでございます。具体的にすぐにという、今ここで申し上げら

れる内容はないところでございますが、研究しているところでございます。 

○委員長（滝川美幸君） よろしいでしょうか。 
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  それでは、なければ傍聴議員の質疑を終了いたします。 

  以上で、令和５年度マイナンバーカード普及促進事業について終わります。 

  ここで暫時休憩し、職員の入替えを行います。 

 

休憩 午後 １時４０分 

 

再開 午後 １時４２分 

 

○委員長（滝川美幸君） 会議を再開いたします。 

  次に、（２）甲斐市民バスの利用状況について、担当より説明をお願いいたします。 

  酒井経営戦略課長。 

○経営戦略課長（酒井厚志君） 改めまして、こんにちは。お疲れさまでございます。 

  経営戦略課より、内容（２）甲斐市民バスの利用状況につきましてご報告をさせていただ

きます。 

  委員会資料の３ページをお願いいたします。 

  市民バスの運行につきましては、公共交通の空白地帯や不便地帯の解消、高齢者などの交

通弱者の移動手段確保を図るため平成25年度から本格実施し、現在、６系統８路線を運行

しております。この甲斐市民バスの利用状況につきましては、令和４年度における市内６系

統の利用実績でございます。表左側の運行日数、運行便数とそれぞれの項目について、上段

に令和４年度実績、下段に前年度の実績を併記しておりますので、比較参考していただきた

いと思います。 

  まず、路線名、梨大医学部附属病院線につきましては、山梨交通敷島営業所から竜王駅を

経由し、山梨大学医学部附属病院への区間を運行する路線になります。37人乗りの中型バ

スでの運行であります。運行日は月曜日から金曜日までの週５日、１日14便の運行で、運

行日数は年間257日、運行便数は3,598便運行し、中段の太枠の欄の１便当たりの平均乗車

人数は令和４年度実績は6.12人でありました。 

  次に、竜王双葉線につきましては、竜王駅から南下し、玉幡四つ角から富竹新田地内を通

過し、再び竜王駅を経由して、双葉地区の南部を巡り、ラザウォーク甲斐双葉までの区間で、

10人乗りジャンボタクシーでの運行であります。運行日は水曜日と日曜日の週２日、１日

４便の運行により、運行日数は年間103日、運行便数は412便運行し、１便当たりの平均乗
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車人数は2.89人でありました。 

  なお、梨大医学部附属病院線以外の路線は全て10人乗りジャンボタクシーでの運行とな

っております。 

  次に、敷島双葉線につきましては、どちらも竜王駅とラザウォーク甲斐双葉区間を運行す

る路線になります。火曜日と土曜日の週２日、敷島・双葉それぞれ４便の計８便の運行によ

り、運行日数は年間101日、運行便数は808便運行し、１便当たりの平均乗車人数は2.13人

でありました。 

  次に、敷島北部線（睦沢・清川）につきましても２路線があり、いずれも竜王駅を北上し、

睦沢地内を通り、清川地内をさらに北上して平見城公民館までの路線と、獅子平停留所から

大明神へ向かう路線になります。月曜日、火曜日、木曜日、金曜日の週４日、平見城線・大

明神線とも２便の計４便の運行により、運行日数は年間205日、運行便数は820便運行し、

１便当たりの平均乗車数は2.62人でありました。 

  次に、敷島北部線（敷島仲町行）につきましては、こちらも敷島北部を通行する路線とな

っており、清川停留所と敷島仲町停留所区間を運行しております。月曜日から金曜日までの

週５日、１日１便の運行により、運行日数は年間243日、運行便数は243便運行し、１便当

たりの平均乗車数は0.21人でありました。 

  最後に、双葉北部線はラザウォーク甲斐双葉を起点に双葉地区の北部を１周巡る路線とな

ります。月曜日と土曜日の週２日、１日４便の運行により、運行日数は年間101日、運行便

数は404便の運行。１便当たりの平均乗車人数は1.42人でありました。 

  次に、この運行に伴います運行経費でございますが、表真ん中あたりの運行経費（Ａ）の

一番右の合計欄のとおり、令和４年度の運行経費総額3,212万7,385円に対して、表中の運

賃収入（Ｂ）の合計欄461万2,800円を差し引いた金額が請負業者への支払金額となりまし

て、資料の一番下に記載してございますとおり、令和４年度の支出額につきましては2,751

万4,585円となります。 

  なお、この市民バスについては効果的な事業運営を行うため、それぞれの運行の適否を判

断する運行継続基準を設けております。表の下段の太枠に記載してございます星印、運行継

続基準は１便当たり医大線の中型バスが５人、それ以外のジャンボタクシーが３人を基準値

と定め、この基準値を２年続けて１人以上を下回った場合はその路線の廃止について検討す

ることとなっております。 

  中段の太枠で囲みました令和４年度の１便当たりの乗車人数を見ますと、コロナ禍による
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影響回復傾向からも、令和３年度の基準を下回ったのは敷島北部線の敷島仲町行の路線であ

りました。特に敷島双葉線は令和３年度に基準値を下回る1.53人でしたが、令和４年度は

2.13人に回復しております。 

  しかし、令和４年度に基準値を下回った路線は、敷島北部線の敷島仲町行、双葉北部線の

２路線であり、この２路線は２年連続で基準を下回る乗車人数となっております。この２路

線については、ここ数年、廃止を検討する対象路線となっていることから、低利用路線の在

り方、運行手法や費用対効果など調査研究を進めるため、令和３年度には敷島仲町行路線の

沿線自治会である睦沢地区及び清川地区の世帯を対象にアンケート調査を行い、調査結果を

基に説明会を開催し、ご意見やご要望を伺ったところでございます。 

  また、ラインアンケートを活用した、全市民を対象に市民バスに関するアンケート調査結

果では、決まった時間に決まったルートを運行する定時・定路線型交通より、先進自治体が

導入している予約型の運行形態であるデマンド交通を望む声が多くございました。こうした

結果を踏まえ、令和４年11月から令和５年１月までの３か月間、双葉北部線の地域におい

てＡＩデマンド交通の実証運行を実施し、利用者へのアンケート結果では約８割が満足との

回答があったことを本常任委員会へご報告したところでございます。 

  今年度もＡＩデマンド交通の実証運行を、竜王・敷島地区を中心に実施することとして予

算計上しており、その実施内容につきまして、この後の内容４でご説明をさせていただきま

す。 

  市民バスの運行につきましては、今後も交通弱者への配慮を前提に利用の促進を図るため

効果的な施策について検討を行い、行政サービスの拡充に努めてまいりたいと考えておりま

す。 

  以上をもちまして、令和４年度の甲斐市民バスの利用状況についての報告及び説明とさせ

ていただきます。よろしくお願いいたします。 

○委員長（滝川美幸君） 説明が終わりました。これより質疑を行います。 

  質疑等がありましたらお願いいたします。 

  内藤委員。 

○委員（内藤久歳君） １点だけね。今、下回っている路線があるということで、それを見直

すというふうなこともあるんだけれども、それと今度、実証実験やっているＡＩデマンド交

通との関連性というかな。その辺のところはどんな具合になっている。地元の関係とか、そ

ういう説明をする段階で、そういうところはどういうふうに。 



－12－ 

○委員長（滝川美幸君） 酒井課長。 

○経営戦略課長（酒井厚志君） 今、現行の市民バスについて特にそうなんですけれども、敷

島北部の敷島仲町行については朝１便のものなんですが、定期的に使われている方がいらっ

しゃることは承知はしているところでございます。昨年、双葉北部のＡＩをやったところに

ついては、定期的に使っていらっしゃるという方はちょっと把握はできておりませんけれど

も、ＡＩのほうがいいという、アンケート結果では回答をいただいているところでございま

すので、実走になれば、またご利用いただけるんではないかというふうには考えているとこ

ろでございます。 

○委員（内藤久歳君） はい、了解です。 

○委員長（滝川美幸君） ほかに質問ありませんか。 

〔発言する者なし〕 

○委員長（滝川美幸君） それでは、なければ委員の質疑を終了いたします。 

  続いて、傍聴議員の質疑を許します。傍聴議員、いかがですか。よろしいですか。 

〔発言する者なし〕 

○委員長（滝川美幸君） なければ傍聴議員の質疑を終了します。 

  以上で、甲斐市民バスの利用状況についてを終わります。 

  次に、（３）公の施設の使用料見直し及び減免基準について、担当より説明をお願いいた

します。 

○委員長（滝川美幸君） 酒井経営戦略課長。 

○経営戦略課長（酒井厚志君） 引き続きよろしくお願いします。 

  続きまして、内容（３）公の施設の使用料見直し及び減免基準についてご説明をさせてい

ただきます。 

  委員会資料の４ページと別冊資料でご説明をさせていただきます。 

  それでは、委員会資料の４ページをお願いいたします。 

  まず、１の経緯でございますが、平成19年に策定した第１次甲斐市行政改革大綱におい

て、重点項目の一つとして財政の健全化を掲げ、その具体的な施策として使用料等の見直し

を掲げております。 

  また、平成23年度には、公共施設等の使用料を徴収している関係係長で構成する使用料

等調査研究委員会を立ち上げ、継続的に各施設の使用料の算出根拠や減免状況などについて

調査、研究を行ってきたところです。 
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  ここで、別冊資料の１ページ、資料１の甲斐市使用料等調査研究委員会スケジュール

（案）をご覧ください。 

  平成23年度２月に委員会を立ち上げ、令和５年４月までの間に19回の研究委員会を開催

して協議を行ってまいりました。その間、２回の幹部会議で協議を行っております。幹部会

議につきましては、消費税が５％から８％へと増税する前の平成25年度７月と、８％から

10％への増税前の平成30年度12月にそれぞれ協議を行いました。 

  25年度７月の幹部会議では、使用料について各施設間でおおむね平準化はされているの

で現行使用料を継続することとし、消費税10％引上げの際に再度検討することとなりまし

た。減免の統一基準については、引き続き調査研究委員会で協議を継続して研究することと

なりました。 

  また、平成30年度12月の協議では、使用料については平成25年度同様に現行を継続する

こととするが、消費税10％増税後３年をめどに再度見直しを検討することとなりました。 

  なお、減免については基準案の適用により団体活動の停滞につながる可能性があるので、

その時点で減免を受けている団体は現状維持とし、これ以上の新規の団体の減免は行わない

という協議結果となりました。 

  資料の４ページへお戻りください。 

  ２の課題でありますが、公の施設の使用料は、本来、その施設を利用する者が施設利用の

対価として負担し、その施設の維持管理等に要する費用に充てられるべきものではございま

すが、施設の維持管理等に要する費用を賄い切れず、一般財源である税金等を投入しており、

施設を利用する人と利用しない人との間に不公平が生じている状況であります。 

  また、使用料の減免については、各施設の規則等で定め、要件により個別に準用しており、

減免理由の拡大解釈や画一的な適用事例等により、減免を適用する範囲は広い傾向となって

おります。また、平成30年度12月の協議により、平成31年４月からは同じ活動内容をして

いる団体の中でも減免団体と定額団体との不公平が生じている状況でございます。 

  次に、３の基本方針といたしまして、使用料については負担の公平性、算定方法の明確化、

受益者負担割合の設定及び効果的・効率的な行政サービスの提供に努め、適正な受益者負担

を維持するため、原則４年ごとに見直しを行うことといたしました。 

  また、使用料の減免につきましては、施設間の公平性を確保するため統一的な基準を設け

ることとし、その基準の判断は公益性が高く、市が施策を推進する上で必要であり、また広

く市民から理解が得られるものとし、（１）コスト転嫁方式による使用料の見直しの基本的
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な考え方、これによる使用料の算定を行い、併せて（２）公の施設使用料の減免基準の基本

的な考え方による基準の統一を図る方針といたしました。 

  別冊資料の２ページをお願いいたします。 

  使用料にコスト転嫁方式による見直しの基本的な考え方の案について説明をさせていただ

きます。 

  すみません、４ページのほうをお願いいたします。 

  ４ページの（２）算定方法の明確化では、行政サービスの利用者に適正な負担を求めるた

めには料金の算定方法を明確に、分かりやすく示すことが必要であり、料金の算定はそれぞ

れの行政サービスに係る経費を算定基礎とし、各施設で不平等等が生じないよう共通の方法

で算定することといたします。 

  （３）の受益者負担割合の設定では、行政サービスの目的や性質に応じて、受益者が負担

する割合と公費で負担する割合を設定すること。 

  （４）効果的・効率的な行政サービスの提供では、継続的な実態調査を行い、利用者のニ

ーズを踏まえた事務の見直しを行うこと。 

  （５）定期的な見直しでは、適正な受益者負担を維持するため、原則４年ごとに使用料の

見直しを行うこととしております。 

  ４の対象とする受益者負担として、（１）受益者負担の種類は、地方自治法で定めている

使用料といたします。 

  ５ページをお願いいたします。 

  （２）適用除外につきましては、①から④に掲げる施設は対象外といたします。 

  ５の使用料についての（１）原価に含める経費としましては、人件費、維持管理費、減価

償却費、土地使用料としており、維持管理費のうち費用を大きく要する工事費は除いており

ます。 

  ６ページお願いいたします。 

  （２）受益者負担割合については、公費負担の割合と受益者負担の割合を原則折半の

50％で設定することを基本としております。 

  （３）算定方法につきましては、算定に用いる維持管理費は年度間の変動を考慮し、直近

３年度の平均値とします。 

  ①１室当たりの使用料は、７ページの実線で囲む計算式のとおり、１平米当たりの時間単

価掛ける貸出し面積掛ける貸出し時間により算出をいたします。②のプールや温泉など、１
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名当たりの使用料は利用者１名当たりの単価としております。 

  （４）の料金設定の単位につきましては100円単位として、増額となる場合と減額となる

場合の単位調整を行うこととしております。 

  参考といたしまして、表の料金設定の例示にありますよう、①は現行500円に対し、コス

ト転嫁方式による見直し額が750円と値上がった場合は、単位調整により10円単位を切り捨

て、見直し後の使用料は700円といたします。②は現行500円がコスト方式で算出すると360

円と値下げになった場合は、切り上げて400円とするなど単位調整を行います。 

  （５）曜日・時間帯別料金設定につきましては、利用状況等を踏まえ、適切な料金を設定

できることとします。 

  （６）市外利用者の扱いは、利用状況等により使用料に差を設けることができることとし

ます。 

  ８ページをお願いいたします。 

  （７）無料施設の有料化につきましては、設置目的や利用状況を考慮して使用料徴収の適

否を検討します。 

  （８）激変緩和措置につきましては、現行料金のおおむね1.5倍を改定上限として設定し

ております。例えば、現行1,000円の使用料が、コスト方式で算出すると３倍の3,000円と

なった場合は、激変緩和措置により1,500円となります。 

  （９）施設使用料の調整につきましては、（８）による改定限度額を超えない範囲で設定

することとしますが、①利用率を著しく低下させるおそれがあるとき、②民間施設や近隣自

治体の設置する類似施設との均衡を図りながら、使用料を設定する必要が強い施設は実情に

合わせて使用料の改定を調整することができるものとします。 

  以上がコスト転嫁方式による使用料の見直しの基本的な考え方についての説明になります。 

  次に、９ページ、資料３の公の施設使用料の減免基準の基本的な考え方についてご説明い

たします。 

  まず、１の趣旨でございますが、減免についての適用を判断するための統一的な基準を設

け、適切な運用を行うための指針として定めるものでございます。 

  ２の対象施設については、公の施設としますが、（１）から（４）に掲げる施設について

は除外といたします。 

  10ページをお願いいたします。 

  ３の基本方針については、施設間の公平性を確保するため統一的な基準を設けることとし、
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広く市民から理解が得られるものとします。 

  ４の減免の判断基準については、１つ目の丸印は、低廉な使用料として設定しているもの

で、原則は全額納付を基本に考えます。２つ目の丸印は、減免の承認に当たって公益性と比

較し、均衡の取れたものとします。３つ目は、減免は政策的に行うものとし、利用者個人の

利益につながる利用は原則として対象としないこととします。４つ目は、市が後援する場合

は減免は行わないこととします。 

  ５の具体的な減免基準については、４の減免の判断基準を基に総合的に判断、決定するこ

ととし、（１）全額免除する場合は、①市が直接または間接的に関与するアからエと、11

ページの②のアからウの団体とします。 

  （２）減額する場合について、①から③の団体とします。 

  （３）減額率は原則として50％とします。 

  12ページをお願いいたします。 

  （４）その他の基準といたしまして、原則、この基準に定める団体以外の減免は認めない

ものといたします。 

  ６の実施時期については、今年度周知を図り、令和６年４月１日から実施することといた

します。 

  以上が公の施設使用料の減免基準の基本的な考え方についての説明になります。 

  委員会資料の４ページのほうへお戻りください。 

  ４の見直し後の収入見込額といたしましては、令和３年度の施設使用料決算額6,190万円

に対し、使用料の収入見込額は8,640万円となり、2,450万円の増収が見込まれるところで

あります。 

  ここでまた、別冊資料の最終ページ、13ページの資料４をご覧ください。 

  こちらは、使用料見直しによる施設一覧となります。表の一番下段の計の欄のとおり、施

設数は66施設、令和３年度においては免除団体が303、減額団体が373、減免団体の合計は

676団体、定額団体が1,706団体で、収入額は約6,190万円となっております。 

  次に、コスト転嫁方式案と減免基準案を適用した見直し後の場合、下段の計欄のとおり、

免除団体は282、減額団体は166、合計で448団体、定額団体は1,934団体となり、収入見込

額は約8,647万円となり、一番右の欄のとおり、約2,457万円の増収が見込まれております。 

  この施設の中で著しく増額となるのが、施設ナンバー１のやすらぎ聖苑、12の北部公民

館、20の双葉ふれあい文化館、35の玉幡公園総合屋内プールとなっております。減免基準
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の統一により影響を受けるのは、施設ナンバー12の北部公民館等の市民文化系施設が多く

なっております。 

  ここで、委員会資料の４ページのほうへいま一度お戻りください。 

  最後に５のスケジュールでございますが、今後、自治会連合会、行政改革推進委員会へ説

明を行い、６月からはパブリックコメントを実施して、広く市民の意見を聴取してまいりま

す。９月には各施設等の条例の一部改正を議会へ上程し、議決が得られましたら利用者等へ

周知を行い、令和６年４月から改定した使用料金、減免基準を適用してまいりたいと考えて

おります。 

  公の施設の使用料につきましては、合併前に設定された使用料を踏襲しており、二度の消

費税増額時においても料金改定を行っていない状況にあります。また、施設の老朽化による

修繕や現在の燃料等価格高騰による維持管理費は増加傾向の状況でございます。今年３月に

公共施設の在り方について広く意見を伺うためラインアンケートを実施したところ、使用料

は利用者負担と市民負担である税金で賄うべきが68％、値上げはやむを得ないが61％とい

う結果でありました。 

  このような結果を踏まえ、受益と負担の適正化を図るため、使用料及び減免基準の見直し

を行うものでございます。 

  以上、公の施設の使用料見直し及び減免基準についての説明を終わらせていただきます。

よろしくお願いいたします。 

○委員長（滝川美幸君） それでは、説明が終わりました。これより質疑を行います。 

  質疑等がありましたらお願いいたします。 

  内藤委員。 

○委員（内藤久歳君） 合併以来というか、消費税の折にもずっと値上げしなかったというこ

とで見直しをするんだけれども、この進め方を見ていると、利用者ね。例えばスポーツ団体

等についても当然上がるということが考えられるよね。そういったときに、今ここの検討す

る団体とかそれぞれ連合会とか行政推進委員とか、そういう人たちが関わっているんだけれ

ども、こういった利用者に対する、見直しをするというふうな説明をする場というのは何か

設定をしてあるのか。それとも、あくまでもいくのか。というのは、やはり利用者について

も、それはそれぞれの団体の中で代表が来て、ここにあるんだけれども、その辺のところが

やっぱりやる必要があるんじゃないかなというふうに思うんだけれども、その辺はどうされ

る。 
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○委員長（滝川美幸君） 酒井課長。 

○経営戦略課長（酒井厚志君） 本日、議会のほうに説明をさせていただいて、その後、また

全体の検討委員会のほうに、議会に説明が終わったということも説明させていただきながら、

それぞれの所管のところで各団体がございますので、そちらのほうに説明をしてまいるよう

にしていきたいと思っております。 

○委員長（滝川美幸君） 内藤委員。 

○委員（内藤久歳君） そういう形で、やっぱりそのことに関しては広く理解を求めるという

ことが必要だと思うんですよね。その辺はきめ細かく、丁寧にやってもらいたいと思います。 

  以上です。 

○委員長（滝川美幸君） よろしいですか。 

○委員（内藤久歳君） はい。 

○委員長（滝川美幸君） ほかに質問ありますか。 

〔発言する者なし〕 

○委員長（滝川美幸君） よろしいでしょうか。 

  それでは、なければ委員の質疑を終了いたします。 

  続いて、傍聴議員の質疑を許します。 

〔発言する者なし〕 

○委員長（滝川美幸君） よろしいですか。 

  なければ傍聴議員の質疑を終了いたします。 

  以上で、公の施設の使用料見直し及び減免基準についてを終わります。 

  次に、（４）甲斐市ＡＩオンデマンド交通実証運行（敷島北部地域）及び甲斐市民バス医

大線の土日実証運行について、担当より説明をお願いいたします。 

  酒井経営戦略課長。 

○経営戦略課長（酒井厚志君） 続きまして、内容（４）の甲斐市ＡＩオンデマンド交通実証

運行（敷島北部地域）及び甲斐市民バス医大線の土日実証運行についてご説明させていただ

きます。 

  資料につきましては、上段に本日の日付が記載されている当日配付の資料になります。こ

ちらになります。よろしいでしょうか。 

○委員長（滝川美幸君） よろしいですか。 

○経営戦略課長（酒井厚志君） こちらにつきましては、地域の実状に即した輸送サービスの
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内容等協議する甲斐市地域公共交通会議が先日開催され、表題の内容について協議の結果、

承認されましたので、その内容についてご説明をさせていただきます。 

  それでは、資料の１ページをお願いいたします。 

  まず、１の甲斐市ＡＩオンデマンド交通実証運行（敷島北部地域）でございますが、

（１）の目的にありますよう、高齢者等の移動手段確保を図るため、公共交通の空白地帯に、

先ほど説明した市民バス６系統８路線を運行しておりますが、利用率が低迷している路線も

あり、過去にルートや時刻等の見直しを検討してきましたが、多種多様な目的や市内遠隔地

への連結等の解決には至らず、結果として利用者の求める利便性の向上につながっていない

状況でありました。 

  この課題を解決するため、令和４年度には双葉北部線を運行する地域において、ＡＩオン

デマンド交通の実証運行を３か月間行ったところであり、今年度は竜王敷島地区を中心に同

様の実証運行を実施することとしており、先行して敷島北部地域において実施いたします。 

  （２）の実証運行についてでございますが、運行地域は敷島北部地域として、括弧内に記

載のある29自治会を対象地域といたします。この対象自治会については自治会長と協議の

上、ＡＩオンデマンド交通用の停留所を新たに設置をしてまいります。 

  対象地域については、３ページ、運行地域図をご覧ください。３ページのほうをお願いい

たします。 

  緑色のマーカーで囲まれた地域が今回の敷島北部地域となります。敷島中学校のある上町

南自治会及び敷島総合文化会館がある境南自治会から北側の自治会が対象となります。赤い

路線が現在の敷島北部線の運行ルートとなり、水色の点は敷島北部線の停留所を示しており

ます。 

  １ページのほうをお戻りください。 

  運行期間になりますけれども、本年９月１日から30日までの１か月間とし、毎日運行を

いたします。 

  次に、運行時間については、現在の敷島北部線の清川から敷島仲町線が午前７時25分か

ら運行していることから、運行期間中の時間については朝７時から17時までとし、土日祝

日も運行をいたします。なお、この実証運行の１か月間については、米印の運行地区内の下

記市民バスは運休といたします。月曜日、火曜日、木曜日、金曜日に運行している敷島北部

線の平見城・下福沢方面、大明神・安寺方面、及び月曜日から金曜日の朝１便で運行してい

る清川・敷島仲町線について運休いたしますが、その他の路線は通常どおり運行をいたしま
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す。 

  次に、運行ルールについては、先ほど３ページの運行地域図でご説明しました緑色のマー

カーで示した敷島北部地域の運行地域内の停留所間の移動は自由とし、運行地域外への移動

は禁止としますが、市内に設ける主要施設への移動に限り、運行地域外への移動を可能とし

ます。 

  具体的には、運行地域外への移動を可能とする停留所として、３ページ、先ほど見ていた

だいた地図の水色の点で示しました既存の敷島北部線の停留所に加え、敷島地域内の主なス

ーパーや診療所等を停留所として予定しており、今後検討してまいります。 

  利用料金は実証運行のため無料といたします。登録方法については、利用には会員登録が

必要で、対象自治会以外の方などどなたでも登録はできます。利用方法は、①インターネッ

トまたは電話にての予約、②予約時に指定した停留所で待機、③車両が来たら会員証を提示

して乗車、④指定した停留所で降車となります。 

  この運行ルール、利用料金、登録方法、利用方法については、昨年度行った実証運行と同

様の運用になります。今回、敷島北部地域を対象に実証運行を実施しますが、今回の対象外

の敷島南部地域及び竜王地域並びに昨年度実証運行した双葉北部区域外の一部双葉地域にお

きまして、時期をずらして今年度実証運行を実施する計画をしております。 

  今後、甲斐市地域公共交通会議に諮り、実施時期など詳細が決定しましたら、本常任委員

会へ報告をしてまいります。 

  以上が甲斐市ＡＩオンデマンド交通実証運行（敷島北部地域）の説明になります。 

  ２ページのほうをお願いいたします。 

  続きまして、２の甲斐市民バス医大線の土日実証運行につきましてご説明をいたします。 

  （１）目的につきましては、通称医大線は山梨交通敷島営業所からＪＲ竜王駅を経由し、

山梨大学医学部附属病院の間を月曜日から金曜日、１日14便を運行している路線であり、

市街地を縦断する路線であることから、市民バスの中でも最も多く利用されている路線でご

ざいます。また、イオンモール甲府昭和や医大に停車していることから、今後も利用者の増

加が見込まれる路線でもあります。 

  つきましては、市民ニーズや潜在需要を把握し、同時期に実証運行するＡＩオンデマンド

交通との役割分担を検討するため、現行の運行日に加え、土曜日、日曜日の実証運行を実施

するものであります。 

  （２）実証運行につきましては、運行期間を令和５年９月２日土曜日から11月26日日曜
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日までの３か月間、26日間運行いたします。 

  次に、利用料金は現在の医大線と同様の１回乗車200円とし、１日乗車券、１か月定期券、

回数券の利用可能とし、また障がいがある方や運転免許証自主返納者等は運賃が半額となっ

ております。 

  次に、その他、運行便数や運行ダイヤについては、運行事業者である山梨交通株式会社と

今後協議して決定をしてまいります。 

  以上が甲斐市民バス医大線の土日実証運行の説明となります。 

  これで、内容（４）の甲斐市ＡＩオンデマンド交通実証運行（敷島北部地域）及び甲斐市

民バス医大線の土日実証運行について説明を終わらせていただきます。どうぞよろしくお願

いいたします。 

○委員長（滝川美幸君） 説明が終わりました。これより質疑を行います。 

  質疑等がありましたらお願いいたします。 

  内藤委員。 

○委員（内藤久歳君） 医大線の土日を運行するようになったという背景には、何か利用者か

らそういう要望とかそういうものがあったことでやったのか。それとも、その考え方、ちょ

っと。 

○委員長（滝川美幸君） 酒井課長。 

○経営戦略課長（酒井厚志君） おっしゃるように、利用者のほうから土日も運行していただ

きたいという要望はいただいているところでございます。 

○委員長（滝川美幸君） よろしいですか。 

○委員（内藤久歳君） はい。 

○委員長（滝川美幸君） ほかに質問がありませんか。 

〔発言する者なし〕 

○委員長（滝川美幸君） なければ委員の質疑を終了いたします。 

  続いて、傍聴議員の質疑を許します。 

  金丸幸司議員。 

○議員（金丸幸司君） １点すみません。停留所の決定に対して、自治会等協議したかと思う

んですけれども、停留所の決め方ってどのように決めているのかです。自治会でご相談され

たのかどうかという点。 

○委員長（滝川美幸君） 金丸議員、ＡＩ交通のほうに対してですか。 
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○議員（金丸幸司君） そうです、ＡＩの。 

○委員長（滝川美幸君） ＡＩのほう。 

  酒井課長。 

○経営戦略課長（酒井厚志君） 今後、対象となる自治会のほうに説明等行って、地域内の、

前回もそうなんですけれども、公民館であったりとかごみステーションみたいな、そういっ

た場所を、どこを停留所にしましょうかというのを地元の自治会と協議して設定をしてまい

ります。 

○委員長（滝川美幸君） よろしいですか。 

  ほかにありますか。 

〔発言する者なし〕 

○委員長（滝川美幸君） なければ、以上で質疑を終了いたします。 

  以上で、甲斐市ＡＩオンデマンド交通実証運行（敷島北部地域）及び甲斐市民バス医大線

の土日実証運行についてを終わります。 

  ここで暫時休憩し、職員の入替えを行います。 

  ここで１時間たちましたので休憩を取ります。どのくらいで。10分でよろしいですか。 

  40分ということで、休憩いたします。 

 

休憩 午後 ２時２６分 

 

再開 午後 ２時３７分 

 

○委員長（滝川美幸君） それでは、会議を再開いたします。 

  次に、（５）結婚新生活支援事業について、担当より説明をお願いしたします。 

  久保田市民活動支援課長。 

○市民活動支援課長（久保田 浩君） 結婚新生活支援事業についてご説明させていただきま

す。 

  総務教育常任員会資料の５ページをお願いします。 

  本事業の経緯につきましては、令和３年に国の地域少子化対策重点推進交付金を活用し、

結婚新生活を経済的に支援することにより、本市における少子化対策を推進するため、甲斐

市結婚新生活支援補助金交付要綱を制定しました。本年３月に国及び県の要綱等が改正とな
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ったことに合わせ、本市の要綱を改正するものであります。 

  主な改正としましては、新婚世帯の対象期間、住居費等の支払い対象期間、新婚世帯の合

計所得の変更となります。 

  改正後の事業内容につきましては、補助対象世帯の対象期間である令和５年３月１日から

令和６年３月31日までの間に婚姻届を提出した夫婦で、共に婚姻日における年齢が39歳以

下、かつ世帯所得が500万円未満の新規に婚姻した世帯。また、対象となる住居は本市にあ

り、申請時に夫婦双方が住民登録している者並びに市税等に滞納がない者であります。 

  補助内容でありますが、補助対象世帯に対し、婚姻を機に新たに市内に住宅を取得し、ま

たは賃借した場合の経費について、住宅に係る取得費、賃料、敷金、礼金、引っ越し費用、

仲介手数料に要した費用のうち今年度中に支払った費用を対象に補助金を交付します。 

  なお、補助上限額は１世帯当たり30万円、夫婦共に29歳以下の場合は60万円となってお

ります。 

  以上が結婚新生活支援事業の概要であります。 

  なお、予算につきましては、本年度当初予算において960万円を計上しております。よろ

しくお願いいたします。 

○委員長（滝川美幸君） それでは、説明が終わりました。これより質疑を行います。 

  質疑等がありましたらお願いいたします。 

  内藤委員。 

○委員（内藤久歳君） １点で、今この経緯の中で県と連動してやったというんだけれども、

県との内容について、どんな関連があるのかちょっと。 

○委員長（滝川美幸君） 萩原市民生活係長。 

○市民生活係長（萩原和美君） 国の要領が変更されたことに伴いまして、県のほうも同じよ

うに連動しています。そして、甲斐市のほうも同じように連動しますので、対象世帯とか主

な内容については県のほうも同様に変更している状況です。 

  以上です。 

○委員長（滝川美幸君） 内藤委員。 

○委員（内藤久歳君） 具体的にこの事業に対して、県もじゃこのことに対して幾らか補助を

出しているという認識でいいということ。 

○委員長（滝川美幸君） 久保田課長。 

○市民活動支援課長（久保田 浩君） 県のほうでは補助金は出ておりません。 
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○委員（内藤久歳君） 出てないの。 

○市民活動支援課長（久保田 浩君） 国のほうからの補助となっております。 

○委員（内藤久歳君） そういうことね、よく分からなかったけれども。県がそういうことも

やらなくて、何で市だけそんなものは。 

○委員長（滝川美幸君） 相川部長。 

○生活環境部長（相川泰史君） この補助金につきましては国の補助事業で、県を通じて市に

補助金が流れてくるという形で、県の上乗せ分とかそういったものはございません。ただ、

県としましても、別のこういった婚姻等に係る支援事業等実施しているところはあります、

県としての独自としてですね。県としてのメニューとして、結婚生活に対する支援事業を行

っています。市町村はこういった引っ越し費用とかリフォームとか賃料とか、そういったも

のを市が要綱を制定して、国から県を通じて補助金をもらって事業を実施しているというよ

うな式になっています。 

○委員長（滝川美幸君） 内藤委員。 

○委員（内藤久歳君） そうすると、この対象者は具体的に県のほうからも何らかの支援とい

うかそういうものを受けられる状況があるということだね、今の説明だと。ない。 

○委員長（滝川美幸君） 久保田課長。 

○市民活動支援課長（久保田 浩君） 県のほうからはこれについての補助はないんですが、

県のほうでは、今年度、やまなし縁結び協議会というのを開設しまして、その中で運営費と

して、今年度当初予算で1,600万円ほど予定になっております。 

○委員長（滝川美幸君） 内藤委員。 

○委員（内藤久歳君） 聞きたいのは、こういう関連があって、それに向けて市が受けていて、

県もその事業というか内容に関して、多少なりとも形は違ってもサポートするのかという、

そういうところを確認をしたかったんです、そういうこと。 

○委員長（滝川美幸君） 相川部長。 

○生活環境部長（相川泰史君） 先ほど申しましたとおり、例えば新しく市内で婚姻された世

帯で、この申請を受けて、補助金を受けます。それに対して県の同じようなメニューという

かサポートはございません。県としては、先ほど課長が答弁したとおり、縁結びの関係の、

そういった結婚前の関係ですね。そういった出会いサポートみたいな感じなんですけれども、

そういったものを事業を実施しているということですので、それぞれの立場でメニューがあ

りますので、それぞれ選択して国の補助金を受けながら事業を実施しているというところで
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ございます。 

○委員（内藤久歳君） はい、分かりました。 

○委員長（滝川美幸君） ほかにありますか。 

〔発言する者なし〕 

○委員長（滝川美幸君） なければ委員の質疑を終了いたします。 

  続いて、傍聴議員の質疑を許します。 

  金丸幸司議員。 

○議員（金丸幸司君） １点、すみません。 

  先ほど年齢が39歳以下、かつ夫婦の合計所得が500万未満ということだったです。500万

未満という根拠って何かあるんですか、未満の理由というか。 

○委員長（滝川美幸君） 久保田課長。 

○市民活動支援課長（久保田 浩君） 国のほうの要領のほうで設定されておりまして、その

金額と同じ金額となっております。 

○委員長（滝川美幸君） よろしいでしょうか。 

  ほかにありますか。 

  若尾議員。 

○議員（若尾彰子君） この対象者なんですけれども、昨年度までは夫婦の合計所得が400万

円未満だったんですが、対象期間が令和６年３月31日までということは、来年度以降はま

た400万円に戻るんでしょうか。 

○委員長（滝川美幸君） 久保田課長。 

○市民活動支援課長（久保田 浩君） 来年度につきましては、国のほうでまだ不透明な状態

ですので、来年度についてはまだ設定はされておりません。今年度の金額が500万円という

ことでなっております。 

○委員長（滝川美幸君） よろしいでしょうか。 

  ほかに傍聴議員、よろしいですか。 

〔発言する者なし〕 

○委員長（滝川美幸君） それでは、なければ質疑を終了いたします。 

  以上で、結婚新生活支援事業について終わります。 

  ここで暫時休憩し、職員の入替えを行います。 

 



－26－ 

休憩 午後 ２時４５分 

 

再開 午後 ２時４７分 

 

○委員長（滝川美幸君） それでは、会議を再開いたします。 

  次に、（６）第２次創甲斐教育推進大綱に係る令和５年度推進事業及び各課の推進計画に

ついて、教育部より説明をお願いいたします。 

  宮本教育総務課長。 

○教育総務課長（宮本 裕君） 大変お疲れさまでございます。 

  それでは、第２次創甲斐教育推進大綱に係る令和５年度推進事業及び各課の推進計画につ

いて説明をさせていただきます。 

  別冊のＡ４横版になりますけれども、令和５年度実施予定、第２次創甲斐教育推進事業と

ある資料、こちらの資料ですけれども、お手元にご用意いただきたいと思います。 

  この内容につきまして、各課から順に説明をさせていただきますが、それに併せまして、

学校教育課の教育指導方針、生涯学習文化課の推進計画、スポーツ振興課の推進計画、図書

館の推進計画について、内容が重複する点もございますので、併せて説明をさせていただき

ます。 

  なお、説明につきましては、教育総務課から図書館まで全体を通して簡潔に説明をさせて

いただきますので、よろしくお願いいたします。 

  それでは、まず教育総務課から創甲斐教育推進大綱について説明をさせていただきます。 

  創甲斐教育推進大綱は、平成22年度を初年度として、平成31年度、令和元年度になりま

すけれども、これまでの10年間を計画期間とした計画でありました。令和元年度に第２次

創甲斐教育推進大綱の策定を行い、本計画では令和６年度までの５年間を計画期間として、

令和２年度からスタートをしております。計画には学校教育課から図書館まで様々な施策、

指標がございます。 

  それでは、令和５年度実施予定の推進事業について説明をさせていただきます。 

  お手元の別冊資料の表紙の裏面になりますけれども、目次がございまして、目次に記載の

10課におきまして、全49事業の実施を予定しております。 

  まず、教育総務課の内容につきまして説明させていただきます。 

  資料の１ページになりますけれども、初めにナンバー１、基本方針、バランスのとれた
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知・徳・体の育成、事業名はやはたいぬくん こどもあいさつ運動 字をおぼえようキャン

ペーン、継続事業となります。平成29年度から始めたこの事業も今年で７年目となります。

本来ですと全小学校をやはたいぬが訪問し、学校教育課の事業である漢字ハンカチプレゼン

トに合わせて挨拶の大切さや、字を覚え、丁寧に書くことの大切さを、やはたいぬと触れ合

うことを通じて、創甲斐教育の３本柱の一つである国語力の向上につなげているものでござ

います。 

  令和２年度以降はコロナ禍のため全校訪問は行っておりませんが、ユーチューブによる動

画配信を行いまして、漢字ハンカチの有効な利用方法についてお知らせをしております。昨

年度につきましては、竜王北小学校、玉幡小学校の２校を訪問いたしまして、子供たちと触

れ合い、直接漢字ハンカチをプレゼントいたしました。今年度につきましても、感染対策に

配慮した上で、一部の学校の訪問を考えておるところでございます。 

  なお、事業費につきましては、予算額ゼロであります。 

  次に、ナンバー２の甲斐市小中学生スポーツ・文化芸術等県外大会激励金交付事業につき

ましては、小・中学生のスポーツ、文化芸術活動の一層の振興を図るため、県外大会に出場

する小・中学生に対し激励金を交付し、活動支援を行うものであります。 

  この事業につきましては、令和３年度、４年度はコロナ禍であったことから、試行的な意

味も含めてスタートしたこともあり、創甲斐教育推進事業には含めておりませんでしたが、

令和５年度より推進事業といたしました。該当する基本方針は、生涯学習・文化活動の推進

及びスポーツの推進であります。激励金につきましては、国内大会は3,000円から４万円、

国際大会は国内での開催は５万円、海外での開催は10万円とし、予算額は100万円でありま

す。 

  以上が教育総務課が所管する事業となります。 

  なお、令和５年度推進事業として、14ページ以降に教育部以外の５課、15事業が記載さ

れております。このうち14事業につきましては前年度と同じ継続事業であり、事業内容は

資料に記載してございますので、説明は割愛させていただきまして、新規の１事業について

のみ、私から概要を簡単に説明させていただきます。 

  資料14ページをお開きください。 

  中段のナンバー36であります。担当課は市民活動支援課、基本方針は家庭・地域・学校

による教育の推進、事業名は家庭における男女共同参画推進のための親子講座であります。

この事業は、家庭内の慣習によって生まれる無意識の思い込みに基づく性的役割分業から子
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供を守り、家庭から社会に向けて男女共同参画を推進するため、親子男女共同参画推進講座

を開催するものであります。事業費につきましては３万1,000円であります。 

  教育総務課からの説明は以上となります。 

  続いて、学校教育課から順に説明させていただきます。よろしくお願いいたします。 

○委員長（滝川美幸君） 樋川学校教育課長。 

○学校教育課長（樋川和之君） それでは、続きまして学校教育課に係る令和５年度実施予定

の創甲斐教育推進事業につきまして、ご説明のほうさせていただきます。 

  資料は別冊になります。１枚めくっていただいて、２ページから６ページにわたり本課の

事業が示されております。本年度、10の事業が予定されており、全ての事業は継続事業と

なっております。主立ったもののみご説明させていただきます。 

  まず、２ページをお願いします。 

  ナンバー４、事業名、ＩＣＴ教育推進事業です。本年度は竜王東小学校、敷島北小学校、

竜王北中学校を研究指定校として、１人１台端末とＩＣＴを活用した学習について研究実践

を行います。同時にＩＣＴ教育推進のため、大型モニターと端末とを無線でつなぐ環境整備

を進めてまいります。予算額は81万円となります。 

  続きまして、３ページ、ナンバー５、事業名、豊かな学び・豊かな育ち推進事業です。事

業概要ですが、よりよい人生や社会を自らつくり出していく力を子供に身につけさせるため、

授業の指導方法の改善、行事や学級活動、家庭学習の充実について研究を行うもので、研究

指定校ですが、昨年度からの継続で竜王北小学校、また本年度新規として竜王西小学校とな

っております。予算額はそこにありますように、17万円となっております。 

  １枚めくっていただいて、４ページをお願いいたします。 

  ナンバー７、事業名、楽しい学校生活を送るための学級づくり推進事業です。 

  小学校３年生以上の児童・生徒全員を対象にｈｙｐｅｒＱ－Ｕというアンケートを年２回

実施し、所属する学級集団の状態や一人一人の悩みや不安を把握し、教職員が具体的な手だ

てを考え、よりよい学級づくりに取り組むものであります。予算額のほうは、そこにありま

すように、459万1,620円となります。 

  続きまして、５ページをお願いします。 

  ナンバー10、事業名、不登校対策支援事業になります。継続事業となりますが、学校へ

なかなか登校できない子供たちの再登校の足がかりとなるよう、竜王、双葉の２か所の適応

指導教室、オークルームといいますが、オークルームにおいて指導、援助のほうを行ってお
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ります。 

  また、昨年度スタートした甲斐ゼミと連携した学外適応指導教室も本年度は竜王、敷島の

２教室に拡大をしております。そこにありますように、事業費、予算額については684万

9,298円となっております。 

  各事業とも限られた予算を有効に使いながら、それぞれの事業の目的を達成し、そのこと

により第２次創甲斐教育が推進され、甲斐市の子供たちの一人一人の成長につながよう、私

ども市教育委員会と、それから市内16校で力を合わせ取り組んでいきたいと考えておりま

す。ぜひ、議員の皆様におかれましても、本年度もご理解、ご協力並びにご指導のほどよろ

しくお願いしたいと思います。 

  以上で、学校教育課に関する事業についての説明は終わりますが、この後、本課指導監よ

り、甲斐市学校教育指導方針について説明をさせていただきます。 

○委員長（滝川美幸君） 金丸指導監。 

○学校教育課指導監（金丸 徹君） よろしくお願いいたします。 

  私のほうから、令和５年度甲斐市学校教育指導方針につきまして、ご説明させていただき

ます。 

  別冊資料の１ページ、２ページを見開きでご覧ください。 

  甲斐市学校教育指導方針は、第２次創甲斐教育推進大綱の基本理念や基本目標、さらには

学習指導要領や山梨県学校教育指導重点の趣旨を踏まえ、甲斐市教育委員会として実施して

いく施策や本市各小・中学校が取り組む指導内容を示したものであります。 

  ２ページにあります創甲斐教育推進大綱の３つの基本目標のうち、特に学校教育に関わる

内容を多く含む基本目標１「心豊かにたくましく、共に生きる甲斐っ子づくり」を学校教育

指導方針として掲げております。 

  続いて、３ページをご覧ください。 

  指導方針の下、５つの指導重点目標を掲げて取組を強化いたします。 

  １、確かな学力の向上、２、豊かな心の育成、３、健やかな体の育成、４、地域や社会で

活躍する人材の育成、５、特別支援教育の推進です。 

  ５ページ以降には、これら５つの重点目標の具体的な取組や事業を記してございますので、

後ほどご覧いただければと思います。 

  本指導方針に基づき、本市教育委員会と各小・中学校が連携し、創甲斐教育推進大綱に掲

げられた施策や指標の実現を目指す中で、甲斐市で育ち、甲斐市を育てる人づくりに全力で
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取り組んでまいりたいと思っています。 

  以上で説明を終わります。よろしくお願いいたします。 

○委員長（滝川美幸君） 髙須生涯学習文化課長。 

○生涯学習文化課長（髙須秀樹君） それでは、続きまして、再び令和５年度実施予定、第２

次創甲斐教育推進事業に戻っていただきまして、７ページの13番から９ページの24番にな

ります。全部で12事業あります。 

  基本方針は、生涯学習・文化活動の推進であります。９ページ、22番は新規、その他の

事業につきましては継続であります。 

  では、主な事業につきまして、説明をさせていただきます。 

  ７ページの14番、事業名、山県大弐書道展事業は、小学生全員を対象として、授業の中

で作品を作成していただきます。入賞等の作品につきましては、竜王北部公民館、竜王駅南

北自由通路、山県神社で展示をいたします。事業費につきましては52万8,000円です。 

  ８ページをお願いいたします。 

  16番、ふれあい講座事業は、公民館等におきまして、多様化した市民のニーズに対応し

た講座を実施してまいります。一部は仕事を持っている方も受講できるよう夜間や土日にも

設定し、また小学生や親子対象の講座も実施してまいります。予算額は261万8,000円です。 

  続いて、17番の青少年健全育成事業につきましては、ジュニアリーダーや地域の子供た

ちを育成する関係団体に対する支援事業を行います。予算額は857万9,000円です。 

  20番、文化芸術団体支援事業、９ページの21番、各公民館等のふれあい発表会支援事業

も関係団体に対する支援事業であります。予算額はそれぞれ209万円、160万円となってお

ります。 

  22番をお願いいたします。歴史遺産保存活用事業につきましては新規事業であります。

文化財保存活用地域計画を策定いたしまして、昨年12月に国の認定を受けました。今年度

からその計画を実施してまいります。これまでも文化財に関する講座を行ってまいりました

が、今年度から歴史文化講座として実施をしてまいります。また、このほかに地域資料の収

集なども行ってまいります。 

  それと並行しまして、24番、歴史遺産調査事業として収集した資料等の調査を進め、保

存・活用・継承に努めてまいります。 

  続きまして、別冊の令和５年度生涯学習推進計画をお願いいたします。 

  初めに、２ページ、生涯学習事業関係予算は表の下、合計で３億7,768万7,000円であり
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ます。中ほどの上から７番目になりますが、敷島公民館管理運営費につきましては、他の施

設に比べ予算額が少なくなっておりますが、複合施設のため、下から２番目の敷島総合文化

会館管理運営費に維持管理に係る経費を含めております。 

  ３ページ、４ページをお願いいたします。 

  （１）生涯学び、活動できる環境の整備充実は、幅広いニーズに対応した学習機会の提供

や、環境の充実として老朽化した施設及び設備の更新等を行ってまいります。 

  ５ページから８ページ、（２）青少年健全育成の推進につきましては、約３年間はコロナ

禍により多くの事業が中止、縮小となってまいりましたが、今年度は積極的に事業を実施し、

青少年の健全育成を推進してまいります。 

  ９ページから11ページをお願いいたします。 

  （３）芸術文化に親しむ機会の充実は、指定管理者制度を導入している双葉ふれあい文化

館などにおきまして、芸術鑑賞の機会を提供していくとともに、各公民館等の施設におきま

しては、日頃の活動の成果を発表する機会として公民館まつり等を開催するほか、文化芸術

団体への支援を行ってまいります。 

  12ページ、13ページをお願いいたします。 

  （４）歴史文化遺産の保存と活用及び継承では、昨年度、国の認定を受けました文化財保

存活用地域計画に基づきまして、長い年月をかけてつくり出し、守り伝えてきた貴重な歴史

文化資産を地域社会全体で保護し、次世代へ継承していくために調査・保存・活用を推進し

てまいります。また、歴史文化資産拠点施設の整備に向け、今年度は基本的な構想をまとめ

てまいります。 

  14ページをお願いいたします。 

  （５）感染症等予防対策につきましては、これまで施設を利用される方にはご不便をおか

けしてまいりましたが、新型コロナウイルス感染症が５月８日に第５類感染症に引き下げら

れたことから、感染症対策として入り口での消毒、３密の回避、換気を行ってまいりますが、

正常化に向けた計画を段階的に実施してまいります。 

  生涯学習文化課の説明は以上であります。よろしくお願いいたします。 

○委員長（滝川美幸君） 小松スポーツ振興課長。 

○スポーツ振興課長（小松利也君） お疲れさまです。 

  スポーツ振興課からになります。横版、第２次創甲斐教育推進事業10ページをお開きく

ださい。 



－32－ 

  10ページ、ナンバー25から28、４事業とも継続事業となります。 

  初めに、ナンバー25、スポーツ振興事業です。市民一人１スポーツを目標に、年間を通

じて各種スポーツ教室などを開催いたします。メニューといたしましては、スケート教室や

スローエアロビック体験教室などを計画しております。事業費、予算額は14万6,000円です。 

  ナンバー26、自治会体育事業育成補助事業です。地域の交流を深める場として自治会単

位で開催していただく体育事業の経費に対し、対象経費の２分の１を補助する事業です。予

算額は690万円です。 

  ナンバー27、ＫＡＩ ＳＰＯＲＴＳ ＤＡＹです。こちらは実行委員会形式です。この

事業は、スタート予定であった令和２年度と翌３年度をコロナ事情により中止とし、昨年度

に第１回目を開催。今年度は２回目となるイベントです。市民の連帯と地域の活性化、また

健康で明るいまちづくりを目的に開催しております。この１日、なるべく多くの市民にスポ

ーツを楽しんでいただきまして、スポーツを習慣化するきっかけとなることを狙いとしてお

ります。 

  今年度は10月８日日曜日に開催予定です。内容の詳細につきましては、今後開催する実

行委員会において検討を深めてまいる予定です。予算額は50万円とありますが、これは市

から実行委員会への補助金の額という意味です。実行委員会としては他方、甲斐市スポーツ

協会からの補助金収入もあるため、実質、合計70万円規模の事業費ということになります。 

  最後、ナンバー28、爽快（創甲斐）こども水泳教室です。この事業は、子供が楽しく水

に親しみ、水慣れから泳ぎの基本動作習得など、心身の健全育成を図ることを目的に毎年実

施しているものです。Ｋａｉ遊パーク及びＢ＆Ｇ海洋センターの指定管理の中の事業として

展開しております。予算額は244万円としてありますが、これは指定管理料に含まれる額と

なります。 

  続きまして、別冊、令和５年度甲斐市スポーツ推進計画について説明させていただきます。 

  甲斐市では、市民が健康で豊かな生活を送ることができるよう、市民一人１スポーツを目

標にしております。現在はスポーツ事業や活動機会の充実、スポーツ施設の維持・整備、競

技者や指導者の育成支援などを推進しております。 

  では、１ページをお開きください。 

  この計画は、スポーツ基本法に基づき、総合的に推進するための指針として市が策定して

いるものです。計画期間は令和２年度から６年度までの５年間、今年で４年目ということに

なります。 
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  ２ページをご覧ください。 

  事業の概要です。ページ下から３ページにかけ、主な事業内容と各予算を掲載しておりま

す。２ページ、体育総務費から３ページ、玉幡公園総合屋内プール運営費までの11項目で、

合計予算は１億7,529万2,000円です。 

  市民に向けた具体的なスポーツ事業計画が３ページ下から４ページにかけて掲載しており

ます。市、教育委員会主催事業や実行委員会形式で実施する事業として市スポーツ協会が主

催する事業がございます。 

  最後５ページは施設整備と活用です。スポーツ施設につきましては、利用者が安心して利

用できるよう適宜改修等を行い、維持管理に努めております。今年度も掲載の内容について

丁寧に取り組んでまいります。 

  スポーツ推進計画概要の説明は以上となります。 

○委員長（滝川美幸君） 保坂図書館長、お願いいたします。 

○図書館長（保坂俊和君） 続きまして、図書館より説明させていただきます。 

  創甲斐教育推進事業にお戻りいただきまして、11ページをお願いいたします。 

  図書館では、新型コロナウイルスが５類に移行しましたが、基本的な感染対策は継続し、

事業を行ってまいります。 

  それでは、ナンバー29から順に説明いたします。 

  ナンバー29、基本方針、図書館活動の推進、ブックスタート事業。子育てに本を取り入

れ、家庭で小さい頃から本に親しむ環境をつくることから、ファーストブック、セカンドブ

ックとして絵本を配布する事業です。 

  ナンバー30、おはなし会の実施。年齢別のおはなし会やイベントを各図書館で実施し、

本に親しむ、読書の喜びを味わうことにより読書推進を図ることを目的に行う事業です。 

  12ページをお願いいたします。 

  ナンバー31、子どもの本の紹介事業。子供の本の情報を発信し、親子で本を選ぶきっか

けとするための事業です。 

  ナンバー32、読書感想文講座。自己表現力、国語力の向上を図ることを目的に行う事業

です。 

  ナンバー33、職員スキルアップ講座及びボランティア養成講座等。人材の育成とスキル

アップ講座等を開催し、読書の楽しさを伝える機会を増やすことによる読書推進を図ってい

く事業であります。 
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  13ページをお願いいたします。 

  ナンバー34、学校・幼稚園・保育園との連携事業。学校図書館への資料援助や調査援助

し、幼稚園・保育園などへ、要望があれば移動図書館として、子供たちが多くの本と触れ合

う機会をつくり、読書意欲や動機づけを行うための事業です。 

  以上であります。 

  続きまして、図書館より令和５年度図書館事業推進計画について説明をさせていただきま

す。 

  別冊資料をお願いいたします。１ページをお願いいたします。 

  令和５年度事業概要です。図書館は利用サービスによるものであり、貸出し、予約、リク

エストなど多岐にわたるサービスを行っております。また、３図書館、１公民館、16小・

中学校の図書データをネットワークで構築し、資料の貸出し・返却などの相互利用が可能と

なっております。 

  ２ページをお願いいたします。 

  他機関との連携につきましては、山梨県図書館情報ネットワークシステムとして県立図書

館にサーバーを置き、県内ほぼ全域の図書館のデータベースを構築し、資料の貸出し・返却

などの相互利用が可能となっております。 

  ４ページをお願いいたします。 

  事業計画といたしまして、３館で行う定例事業として、親子の触れ合いを基本とし、幼少

期から本に親しむ、読書の楽しさを伝える機会をつくるため、ボランティアと職員により、

年齢に合わせた読み聞かせや子供の成長に合った本を選ぶための情報を発信し、親子で本を

選ぶきっかけとするおはなし会を行っております。また、一般や高齢者向けに定期的な朗読

会などを行っております。 

  特別事業につきましては、体験図書館員や図書館まつりなど季節に応じたイベントも開催

しております。 

  ６ページをお願いいたします。 

  資料購入計画につきましては、利用者の要望や期待に応えられるよう計画的に購入してま

いります。 

  最後、８ページをお願いいたします。 

  各館において、事業を実施するときに協力していただいておりますボランティアにつきま

しては掲載のとおりであります。 
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  以上、よろしくお願いいたします。 

○委員長（滝川美幸君） お疲れさまでした。 

  説明が終わりました。これより質疑を行います。 

  委員より質疑等がありましたらお願いいたします。 

  いかがでしょうか。 

  内藤委員。 

○委員（内藤久歳君） １点だけ、推進事業のほうの４ページのｈｙｐｅｒＱ－Ｕテスト活用

ってあるんですけれども、これの内容というか、こういうのをちょっと説明してくれますか。 

○委員長（滝川美幸君） 樋川学校教育課長。 

○学校教育課長（樋川和之君） ｈｙｐｅｒＱ－Ｕテストですけれども、楽しい学校生活を送

るためのアンケートみたいなものです。学校生活における満足度や意欲、さらに学級集団の

状態を調べることができる質問紙調査になっております。教師は子供たちの成長を日々見守

っていますが、観察だけでどうしても気づけない部分があります。また、大人からすると意

外な感情を子供が抱いている場合もあります。そのような教師の観察と子供の実態のずれを

補う手法としてこのような検査を行っております。 

○委員長（滝川美幸君） 内藤委員。 

○委員（内藤久歳君） ということは、そのアンケートをして子供とのコミュニケーションを

図るというか、そういうことに活用しているということなんですけれども、学校現場サイド

のそういう場というのはどんな形でやっているですか。そのやり取りをやる場というのはど

んな形でやるのか。結果を踏まえて、子供たちと向き合ったときに、先生がどういう向き合

い方をするかという、その辺のところはどんな形。 

○委員長（滝川美幸君） 樋川学校教育課長。 

○学校教育課長（樋川和之君） ありがとうございます。 

  まず、その検査の結果がデータとして出てきますので、それを職員会議や校内研究会など

において校内の教職員全員で共有をしたり、指導方針を決めたりをしています。それに基づ

きながら、各学年、各学級で子供たちと向き合いながらお話をしていく、もしくは聞き取っ

ていくというような状況になっております。 

○委員長（滝川美幸君） 内藤委員。 

○委員（内藤久歳君） それで、子供ってみんなそれぞれ違うじゃないですかね。それを基に

子供とマンツーマンというか、様々な形のある子供と向き合うという、そういう機会という
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のは、クラス全体なのか学級なのか学校全体という、そういうくくりがあるけれども、最終

的には個人一人一人とのやり取りになるわけだからね、いろいろな面で。そういうところの

補完というか体制というか、そういうものはどんな形でやっているですか。 

○委員長（滝川美幸君） 樋川課長。 

○学校教育課長（樋川和之君） ご質問ありがとうございます。 

  様々、市のほうでも支援員を学校のほうに配置をしたり、教職員の時間を確保するために

学力向上スタッフを配置したりというようなことをしながら、そのような時間を確保するよ

うに努めております。 

○委員長（滝川美幸君） よろしいでしょうか。 

  ほかに委員より質問はありますか。 

〔発言する者なし〕 

○委員長（滝川美幸君） よろしいですか。 

  なければ委員の質疑を終わります。 

  続いて、傍聴議員、質疑ありますか。 

〔発言する者なし〕 

○委員長（滝川美幸君） それでは、ないようですので、傍聴議員の質疑を終了いたします。 

  以上で、第２次創甲斐教育推進大綱に係る令和５年度推進事業及び各課の推進計画につい

てを終わります。 

  引き続き、次第の４、その他を行います。 

  委員より、常任委員会関係でその他何かありましたらお願いいたします。 

〔発言する者なし〕 

○委員長（滝川美幸君） よろしいですか。 

  なければ、事務局より何かありますか。 

〔「ありません」と呼ぶ者あり〕 

○委員長（滝川美幸君） ないようですので、以上でその他を終了いたします。 

  以上をもちまして、本日の日程は全て終了いたしました。 

  これをもちまして、総務教育常任委員会を閉会いたします。 

  大変お疲れさまでした。 

 

閉会 午後 ３時１９分 


